






























































(図表 1-1) 地域イノベーション調査における 4 つの視点
(2) 調査方法






































40 社以上が集積している。産学交流の場 BizCafe を中心に企業経営者、大学教授、起業を目指す学生等が集まり、人的ネット
ワークを構築している。
<概況>
札幌市は、明治2年の開拓使設置以来 130 年余、北海道開拓の拠点として発展を続け、人口約 182 万人(北海道の人口の約





































































は玄界灘に臨み、東と南を山地に囲まれ自然に恵まれている。人口は約 134 万人、市内面積は 339 k である。
<研究環境>
主に九州大学を中心に福岡にある理工系の大学が、大企業や地元中小企業と共同研究を行いながら技術移転を実施してい





九州における IC 関連産業はリーディングインダストリーの 1 つであり「シリコンアイランド」と呼ばれ、福岡にも IC 工場が多数
立地している。半導体メーカーは世界的な設計・開発人材を獲得するためにシステム LSI 関連の拠点化を図る。このような背景
































都市内には 23 校の大学があり、学生数も 129,574 人と首都圏以外では他の政令都市よりも圧倒的に集まっていることがわか
る。また、札幌市は大学が 11 校、学生数は 48,519 人、福岡市は大学が 12 校、学生数は 78,325 人である。札幌、京都、福岡
各市の人口は 2000 年国勢調査<総務省統計局>による。






京大学が 13 社でもっとも多く、次いで東京工業大学、大阪大学の 12 社、北海道大学、九州大学の 11 社と続き、京都大学は
7 社となっている。これを地域別にみると、政令指定都市域内に本部がある大学からの大学発ベンチャーについて集計した結
果は、札幌 19 社、京都 44 社、福岡 14 社(北九州も含めた広域とすると 18 社)となる。3 地域で上位 3 位を占めている。内訳






 大学数(校)注 2) 学生数(人)注 2) 大学発ベンチャー数と大学名 注 3)
札幌市 11 48,519 19社 北海道大 11、北海道教育大 2、札幌医大 2、北海道工業大 2、北海道東海大 2
仙台市 10 45,889 7 東北大 7
名古屋市 15 78,155 7 名古屋大 5､名古屋工業大 2
京都市 23 129,574 44 京都大 7、京都工芸繊維大 3、同志社大 3、立命館大10、龍谷大 21
大阪市 5 25,962 12 大阪大 12
神戸市 17 63,859 12 神戸大 11、神戸商船大 1
広島市 12 30,923 9 広島大 8、広島市大 1
福岡市 12 78,325 14 九州大 11、福岡大 3













大学数、学生数は文部科学省「学校基本調査」(平成 13 年 5 月 1 日現在)から。学生数には大学院生も含む。























試験研究機関や民間インキュベーション機関が設置され、入居企業約 170 社がバイオ系、IT 系のように分野別にネットワーク
を構築しており、相互に活発な情報交換が行われている。
福岡では、D2K9 が交流会やプレゼンテ −ションパーティーを開催するなど、起業家支援を通してソフトウェア産業のネットワーク
拠点となりつつある。ここは BizCafe と同様に IT 起業の有志が中心となりボランティアメンバーで運営されている。交流会やプ
レゼンテ−ションパーティーには起業家、投資家、学生等が参加し、相互にネットワークを構築する場、マッチングの場となって
いる。「同じ目的や目標を持った人たちが集まる」象徴的な組織であるという。一方でフォーマルなネットワークとして行政主導の
「福岡県システム LSI 設計開発拠点推進会議(シリコンシーベルト福岡 10)」 が大学、産業界、行政の間で組織されている。ここ






















































→ 本部長: 小樽商科大学ビジネス創造センター長 下川哲央
→ 本部長: 堀場製作所会長 堀場雅夫














































































































図表 2-8 は政令指定都市における公営と民営の賃貸住宅の家賃であり、1 ヶ月 3.3 当たりの金額を示している。公営も民営
もほぼ同じような傾向を示しており、民営について比較してみると、一番安いのは札幌市(4,147 円)、次に広島市(4,162 円)、北
九州市(4,306 円)、仙台市(4,424 円)、福岡市(4,621 円)と続き、京都市(4,904 円)までが 4 千円台である。反対に高額なのが神












広く、続いて札幌市が186,931 となっている。福岡市は113,221 、京都市においては58,980 であり、首都圏を除いた政
令指定都市の中でも最小である。一人あたりの公園面積も神戸市(16.57 )が最も広く、次に仙台市(10.42 )、北九州市




「都市公園」とは都市公園法にいう公園で，その分類は昭和 47 年度から実施されている都市公園整備 5 か年計画にお
ける国土交通省の公園別設置水準による。






のが図表 2-10 である。これは人口 10 万人当たりの病床数である。札幌市は1,862 床で一番多く、2 位は北九州市の1,644






















札幌駅北口から北海道大学に沿った一帯に、ソフトウェア開発を中心とした IT ベンチャー企業 40 社以上が集積してい














産業の立地としての北海道の優位性は (1) 不動産コストと人件費が安いこと。 (2) 知的労働に適した職住環境に恵まれている
こと。 (3) 人材の供給力が豊富なこと。
○ 北海道大学大学院 青木由直 教授
http://www.media.eng.hokudai.ac.jp/~aoki/











































○ 株式会社ソフトフロント 村田利文 代表取締役社長
http://www.softfront.co.jp/
日時 平成 13 年 12 月 21 日 (金) 15:30 〜 17:00
概要
1956 年生まれ。1980 年、大学在学中に同級生 3 人と BUG を設立。1992 年退社。同年  ビジョン・コーポレーションを
設立後、1997 年合併に伴い新会社  ソフトフロント代表取締役社長。同社はインターネット電話である VoIP を開発し
2000 年 6 月にアメリカ・シリコンバレーに現地法人を設立する。
講演会、対談等で活動的に「サッポロバレー」について発言している。BizCafe の代表世話人も勤める。「サッポロバレー」
の創生期から現在までについてもっとも詳しく知る人物であり、キーマンの一人と考えられる。






























BizCafe に 2 年間という期限を設けた理由として、ボランティアによる運営という制約から 仕事の兼業の関係から恒常








※ BizCafe は 2002 年 3 月 15 日をもって閉店いたしました。
日時 平成 13 年 12 月 20 日(木) 15:30 〜 16:30
対応者 高橋 昭憲 Bizcafe 社長、太田明子氏(唯一の事務局員)、北海道科学技術振興課松本主査 同席
1. Bizcafe が 2000 年 6 月から 2 年間という期間限定の理由として、全てボランティアでの運営のため、本来の仕事との兼
業などからボランティアでできる限界があること。また、期限を決めてその間に答えを出すこととし、それまでは全力投球を
することにある。














日時 平成 13 年 12 月 21 日 (金) 10:15 〜 11:30
対応者 町田隆敏 事務局次長
概要










第 1 テクノパークは企業誘致をせず、市内に散在していた IT 企業を集めた。これがうまくいき第 2 テクノパークは全国
から企業誘致を行った。その結果オムロン、セイコーエプソン、日本ユニシス等が立地した。昭和 50 年代は 350 億円の





















































日時 平成 14 年 3 月 11 日 (月) 15:00 〜 17:00












































○ 関西 TLO 株式会社
http://www.kansai-tlo.co.jp/
日時 平成 14 年 3 月 11 日 (月) 10:30 〜 11:30
対応者 中村卓爾 専務
概要




特許等ライセンス状況(H 14. 3 訪問時) 特許の実施契約 : 13 件 → 商品化に向けて準備中 オプション契約(契約前の





















日時 平成14年3月11日(月) 11 : 30〜13 : 00
対応者 森田治良 常務、岡 憲司 部長、関西 TLO 中村卓爾 専務
概要
入居企業 170 社、年間約 10 万人が会議施設を利用する全国屈指の民間経営によるリサーチパーク。 1989 年 10 月設





























ものが KRP ではないか。その中に入居している 170 社はバイオ系、IT 系といった分野別にネットワークが組まれてい
る。










産業振興ビジョン (平成 7 年 3 月) 
↓








1、2 年以内に創業を考えている起業家に対して、ビジネスプラン作成の支援を行うため平成 12 年 9 月に開校。
第 1 期生(H 12):
第 2 期生(H 13):
修了生には、無担保無保証の融資制度( 1000 万円)、創業準備支援室への優先入居 
63 名 → 53 名修了 11 名起業
40 名 → 37 名 〃 10 名 〃
33
3. 《創業時支援》
1. 創業準備支援室: 1 年以内に会社設立(登記)を考えている者を対象。







A ランク認定企業に対する支援ベンチャー企業育成支援融資限度 1 億円、VIL 優先入居これまで、213 社の応募があ








堀場雅夫  堀場製作所会長、稲盛和夫 京セラ  名誉会長、
佐和隆光 京都大学経済研究所所長、上村多恵子 京南倉庫  社長、
加藤郁之進 タカラバイオ  社長、辻 理  サムコインターナショナル研究所社長、
34
永守重信 日本電産  社長、柳原範夫 京都産業大学大学院指導教授
○ 財団法人 大学コンソーシアム京都
http://www.consortium.or.jp/









現実的なビジネスのアイデアを持ち、ビジネスプランを作成し、起業家を目指す人をバックアップする。1G 8 人× 5G =
40 人の定員。1 グループにつきそれぞれの得意分野の講師が 1 人付き、1 日 8 時間で週 1 回の講座。ビジネスプラン
策定において京都市内にいるアドバイザーから個別のアドバイスを受けることも可能。
プログラムとしてはまず 3 日間の講義を行った上で、1 月程かけて自分のビジネスプランを各自練ってもらう。そして専門
家によるブラッシュアップを行い、より実践的なプログラムになっていく。その後、個別指導による登記などの創業のため
の準備期間を設けている。




起業家学校の前段階として 2 時間× 6 回の公開講座(無料)を実施している。この講座では大学の先生やインキュベー
ションマネージャーによる講義を聴いて基礎知識を付けてもらうことを目的としている。
応募範囲は 1、2 年のうちに京都市域で法人を立ち上げる人を対象としている。結果的には市内から 66% の応募があり、
最低年齢は 16 歳。1 期に比べ 2 期は IT 関連が減少し、サービス関係が増加している。
○ 株式会社 村田製作所
日時 平成 14 年 3 月 12 日 (火) 15:30 〜 16:30
35
対応者 泉谷 裕 副社長
京都の特色と背景













































た起業家支援のボランティア団体であるDigital Daimyo 2000 (D2K)であり、ネットワーク拠点として交流会・プレゼンテーション
パーティーなどを開催している。「サッポロバレー」等と比較するとまだ「黎明期」ではあるが着実に起業及び産業育成の気運が
高まっている。
○ 九州大学ベンチャービジネスラボラトリー 坂口光一 助教授
http://www.vbl.kyushu-u.ac.jp/
日時 平成 14 年 2 月 15 日 (金) 16:00 〜 17:40
概要
九州大学ベンチャービジネスラボラトリー(VBL)は、平成 7 年度政府補正予算「大学を中心とした独創的研究開発推進経

























○ Digital Daimyo 2000(D2K)
http://www.d2k-net.com/
日時 平成 14 年 2 月 14 日 (木) 17:20 〜 18:40











大名地区を中心に IT ベンチャー企業が集積した背景として、1980 年代コンピュータグラフィックスや電子出版の分野で
最先端を行っていたことがある。そして、最先端の情報・技術が渦巻いている場所でないと個人も企業も活性化しない。
それを求めて集まって来る。1988 年に単身渡米しスタンフォード大学等を見て回った際に、「DTP」を日本で進めていると















D2K では、企業を起こしたいと思っている人に 3 分間プレゼンテーションの場を用意している。実際に、その話に興味を














○ 福岡県産業・科学技術振興財団 平川和之 システム LSI 推進プロデューサー
http://www.ist.or.jp/
日時 平成 14 年 2 月 15 日 (木) 13:20 〜 14:50
対応者 平田敬一郎 研究開発部長、牟田耕一 企画管理部長、栗山伸幸 企画課長
概要
福岡県ではシリコンシーベルト福岡(福岡県システム LSI 設計開発拠点化構想)として、福岡県に集積するLSI 設計開発の知的
集積、産業集積を核に、アジア(韓国、九州、台湾、シンガポール等を結ぶ半導体生産のベルト地帯)地域の中核となる設計開発











3 つの目標のうち、「 5 年間で 500 社のベンチャー企業の創出」については LSI 産業に限ってのベンチャー企業という
ことを考えると達成はかなり難しい。ただし、目標の裏にあるのは達成した際の雇用の創出である。現状のアウトソーシン
グ(中小企業)の会社では成長が期待できず、1 人の年間売り上げがせいぜい 700 万 〜 1,000 万円で、雇用の面では




2,000 万円× 3 社、開発費の助成を目的に支援する。これはスタートアップ時の助成ではない。


































村田製作所 村田 治著『京都の産業の近代化』(1997) 大阪経済大学講義資料より
末松千尋著『京様式経営 - モジュール化戦略』(2002) 日本経済新聞社
- 福岡関係 -
『福岡における情報産業系ベンチャー起業の集積 - IT ベンチャーの興隆を発展持続させるための方策を求め
てー』(2000) 日本政策投資銀行 九州支店
『2002 年(第 2 回)全九州半導体技術フォーラム シリコンアイランド九州の新たな挑戦』 講演資料
山崎 朗、友影 肇 著『半導体クラスターへのシナリオ シリコンアイランド九州の過去と未来』(2001) 西日本新聞社
- 全体 -
前田 昇著『スピンオフ革命』(2002) 東洋経済新報社
井熊 均、金子 直哉著『自治体の知的財産経営』(2002) 日本工業新聞社
島田 晴雄編著『産業創出の地域構想』(1999) 東洋経済新報社
『イノベーション・マネジメント入門』(2001) 一橋大学イノベーション研究センター編 日本経済新聞社
1. 平成 14 年 11 月 18 日開催の「第 2 回産学官連携サミット」では、地域の科学技術振興は共同宣言の重点的取
り組みの 1 つであり、公共事業依存型から科学技術駆動型の地域経済への転換を図ることとしている。
2. 「産学官連携の基本的考え方と推進方策」平成 14 年 6 月 19 日総合科学技術会議
3. 地域イノベーションの効果的な調査研究の推進のため評価及び助言を与えることを目的とした有識者の委員会。
メンバーは松田修一 早稲田大学教授(委員長)、金井一頼 北海道大学教授、関 満博 一橋大学教授、西澤昭夫













6. 平成 14 年度「大学等発ベンチャーの現状と推進方策に関する調査研究」中間発表から筑波大学先端学際領域
研究センター
7. 後藤晃著『イノベーションと日本経済』岩波書店、(2000)
イノベーションにおける大学の重要な機能として、1) 技術者、研究者を教育し産業に供給する 2) イノベーション
のいわゆる「シーズ」を生み出す 3) 高度な知識の豊かな、良識なプールとしての役割 をあげている。
8. IT ビジネス関連の情報交換の場を目的に、起業家向けのセミナーやビジネス交流会を開催するほか、ビジネス
提携や技術提携、投資に関する相談会等を実施。2000 年 6 月から 2 年間の期限により 2002 年 3 月をもって
閉店した。
9. Digital Daimyo 2000 (D2K) 〜 福岡の大名地区を中心にベンチャー企業が集積し始め、同地区に 1999 年 12
月に誕生した起業家支援のボランティア団体。




11. 坂口光一著「研究開発ベンチャーとクラスター戦略 - フクオカベンチャーマーケット(FVM)の展開を踏まえて -」
研究・技術計画学会 第 17 回年次学術大会 講演要旨集(2002) P 43 〜 46




13. 「京都市ベンチャー企業目利き委員会」委員: 堀場雅夫 堀場製作所会長、稲盛和夫 京セラ 名誉会長、佐和
隆光 京都大学経済研究所所長、上村多恵子 京南倉庫 社長、加藤郁之進 タカラバイオ 社長、辻理 サム
コインターナショナル研究所社長、永守重信 日本電産 社長、柳原範夫 京都産業大学大学院指導教授
14. 地域産業集積型 "イノベーションポリス" 形成要素
「研究・技術計画学会 第 17 回年次学術大会講演要旨集」(2002) P 23 〜 26
15. 平澤 ? 政策研究大学院大学教授「デスバレー(死の谷)を越えて - 科学技術から社会経済的価値を生み出す体
制 - 」 研究・技術計画学会第 17 回シンポジウム (2002) 〜 講演要旨集 P 3 〜 6
クールビレッジ
他社と共同で仕事を受注したり、仕事を他社に紹介しあうようなことを行うが、資本協力がない会社の集ま
りで業界団体、異業種交流でもない。それぞれが業務分担し共同研究、共同受注などをしている。" 5 社
で仕事を回し合う一種の共存防衛体制"という。
43
44
45
